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明るい滋賀県政をつくる会（略称・明るい滋賀の会）


　　　520-0051　大津市梅林１丁目3-30　滋賀県労連内


　　　　電話077-521-2536　　ﾌｯｧｸｽ077-521-2534


　　　　　　　郵便振替口座01090-5-33926


　　　E-mail: � HYPERLINK "mailto:shigaken-roren@aqua.plala.or.jp" �shigaken-roren@aqua.plala.or.jp�（県労連宛）











消費税廃止各界連絡会は、「こんな時増税やめて！消費税増税中止県民集会」を開催し炎天下の中、３５０名が参加しました。集会に先だって、消費税中止ワンコインポスターには662名の掲載・カンパが寄せられ全県1,500枚を張り出す行動が広がっています。6名が集会呼びかけ人となって計画された県民集会ですが、新たに県喫茶飲食業生活衛生同業組合理事長が発起人に、賛同団体も68団体で滋賀写真業協会や滋賀食肉加工業協同組合など新たな賛同が増え、個人の賛同者も53名に広がりました。


　文化行事は滋賀県職員組合の藤本隆章さんと県労連事務局長山元大造さんの「俺たちのシュプレヒコール」という歌で会場が一体となって声を合わせました。


　滋賀県生活協同組合連合会会長水原渉氏は開会あいさつの中で、「多くの県民のみなさんに、アベノミクスの害悪を理解してもらい、消費税増税法廃止が参院選挙の重要な争点と認識してもらい、増税反対の政治勢力を参議院で築いていこう」と呼びかけ、池端滋商連会長が経過報告し、リレートークでは、「中小業者にとっての消費税の害悪と大企業にとっての有利性」「生活保護の改悪と消費税増税問題」「公務員の賃金カットと増税」「毎週各界連行動を取り組んでいる」などの発言がされ、日本共産党を代表し坪田いくお氏が、連日県民のみなさんに呼びかけていることを元気に報告され、集会後パルコ前までシュプレヒコールをしながら行進しました。同時に市内5コースを宣伝カーが走るなど「消費税に頼らない道」をアピールしました。　西野三根子（滋賀県商工団体連合会事務局長）














　滋賀県議会６月定例会は、参議院選挙を控えて例年より早く、６月６日から６月２８日までの２３日間の日程で開催されています。11日行われた代表質問では、民主・大橋議員が参議院選挙を意識して、歴史認識・憲法・原発政策などで安倍政権の政策を批判しましたが、消費税、ＴＰＰには触れられずじまい。自民・細井議員は一年後の知事選挙も意識して「責任ある政治、信頼され、安定した政治を、国政だけでなく滋賀県においても取り戻さなければならない」と主張し、知事選の公約に反して増大する県債残高について嘉田知事の見解をただしました。


　追加提案された県職員の給与を平均7.5％（年額24万円削減）する件について、知事は「地方固有の財源である地方交付税を減額して給与削減を強制することは許されないが、県民サービスへの影響を回避するため、苦渋の決断をした」と説明。自民は、給与削減案が交付税削減額に5億円足りないこと、ラスパイレス指数が国家公務員に比べ101となることを指摘し、今後の県の施策への影響を追及しました。


　憲法96条の先行改正については、知事は「慎重であるべき」と答えました。また原発政策について「成長戦略として原発の活用が盛り込まれることには強い危機感を感じる」とし、原発再稼働については、防災対策が十分でない中での再稼働には「県民の理解が得られないのではないか」と答弁しました。対話の会・清水議員は、ＴＰＰ参加が県内農業に及ぼす影響について質問。知事は「県内農業生産額は616億円から約4割にあたる249億円が減少し、洪水や水源涵養など多面的機能は減少額が288億円と答弁しました。ＴＰＰ参加への姿勢としては「国民への情報提供、明確な説明、国民合意ですすめることを求め、農業・農村が守られるよう要請したい」と答えました。また、道州制について知事は、「課題が山積しているもとで今、道州制議論を優先させることが望まれているのか。県がなくなることは明確だが、その他のことははっきり示されていない。慎重に議論すべきで、メリット・デメリットを県民に示していくことが大切」と答弁。道州制には反対の従来のスタンスからトーンダウンした印象を与える答弁でした。（明るい会事務局次長　髙田直樹）














　














　滋賀自治体問題研究所は、6月8日（土）、大津市内で「都道府県の役割と道州制」をテーマにした学習討論集会を開催しました（滋賀自治労連、滋賀県職員組合との共催）。道州制の動きが強まる中で改めて都道府県の役割を問い直すとともに、道州制でどのような問題が生じるかについて検討した。岡田知弘京都大学大学院教授の基調講演の後、行政、教育、福祉、地域経済、農業、琵琶湖問題、原子力防災、町村という８つの分野から都道府県の役割や道州制の問題点について報告がありました。


【岡田教授の講演要旨】


自民党安倍政権は、新自由主義的な成長戦略・構造改革路線への急速なシフトを行っている。財界は成長力を取り戻すには、道州制を「究極の構造改革」と位置づけている。災害とグローバリズムの時代において、国民の命と暮らし、地域産業を護る主体としての都道府県の役割が重要になってきている。これを廃止して、開発政策一本の道州制になれば、現行憲法の９条、１３条（幸福追求権）、２５条（生存権）の制度的、組織的保障がなくなる。都道府県があるからこそ、比較的狭い領域内での地域間不均等の是正、流域行政、さらに小規模市町村の補完を、広域自治体がなしうる。道州制になれば、大都市とその他の農山漁村との間の格差が拡大し、国土保全もできなくなり、大都市そのものの持続可能性が失われる。県の個性に見合った独自施策を展開すべき時代。今夏の参議院選挙の行方が日本の未来を決めることにつながる。


①滋賀県職員組合の瓜生昌弘氏の報告


　現在都道府県が行っている業務の多くは、基礎自治体である市町村が行うには範囲が広く、道州が行うには小さすぎる。「都道府県を廃止する」ことは、行政の責任放棄や不効率につながるおそれがある。


②滋賀高教組の岡本恭治書記長の報告


市町村合併や高校の全県一学区制の影響分析を踏まえて道州制は、他府県で行われているような高校統廃合や臨時教員を多


用するやり方、教科書採択への介入、質の問題を含めて「低きに合わされたら大変」だ。








③福祉保育労滋賀支部の清水俊朗書記長の報告


道州制と一体の基礎自治体の広域化という方向は福祉の原則と矛盾している。保育の３歳児助成、重症児施設、通所施設への加算などが県全体の水準を高めているが、道州制は自己責任・競争原理を強化する方向になる懸念。


④滋商連の廣田耕康事務局長の報告


滋賀県中小企業活性化推進条例は、中小企業者の実態と声を反映し、経済や社会の持続的発展のための主役、原動力として中小企業の役割を明記している。こうしたきめ細やかな施策がどこまでできるかという疑問。


⑤滋賀県職員組合の溝口真二氏の報告


滋賀農業の現状から、TPPにより米価が下落すると一層厳しい状況に追い込まれる。農業の崩壊は経営者だけではなく、集落の農業、集落を越えた地域農業の崩壊につながり農村機能が維持できなくなる。


⑥びわ湖の水と環境を守る会の吉川忠司氏の報告


　琵琶湖総合開発によるヨシ群落半減問題、地下水を守るための対策など、複雑で多様な問題解決が求められる琵琶湖問題は、道州制のなかでは後景に追いやられるのではないか。


⑦日本科学者会議全国常任幹事・岐阜大学名誉教授の中村征夫氏の報告


滋賀県が全国に先駆けて「地域防災計画（原子力災害編）」の見直しを行ったこと、独自の放射性物質の大気拡散シュミレーションなど評価するとし、地域のことがよく分かり、小回りがきく自治体が必要、それは道州制ではないと思う。


⑧滋賀県町村会副会長・日野町長の藤澤直広氏の報告


町村会の立場は明確であり道州制、TPPには断固反対。市町村合併ではサービスも自治も前進せず、唯一の効果は、人員削減による行革効果だが、サービスを削減してまでやることか。政府の政治の中身がまちがっているのに、道州制という仕組みの問題に矮小化しようとしている。根本の問題を避けていると言わざるを得ない。


　清水庄次（滋賀県職員組合副執行委員長）





2日、6・2 NO NUKES DAY（東京・明治公園、芝公園、国会前など）が行われ、明治公園には18,000人、国会前には6万人が集い「原発を止めろ」「全機廃炉に！」と訴えました。滋賀からも様々なプラカードを手に多数参加されました。


明治公園の「原発をなくす全国連絡会」が開催した集会では同時アクションしている「首都圏反原発連合」「さようなら原発1000万人アクション」から連帯の挨拶やドラム隊による力強い「原発いらない」というコールがありました。被災地からの報告では深刻な実態に参加者が耳をむけ、ひときわ暖かい拍手があふれていました。


会場では様々な団体のブースがもたれ学習や報告の場となっていました。全労連ブースでは萬井隆令・立命館大学教授らをシンポジストに原発を巡る労働についてシンポジウムが行われました。集会のみでなく幅広い取り組みが行われました。


滋賀県ではこの取り組みに呼応して1日、草津駅前では県労連・平和委員会などから12人が参加して街頭宣伝を行いました。この取り組みに合わせてばいばい原発（ばいばい原発守ろうびわ湖住民連絡会）が作成した原発の危険性を示したチラシを200部用意し配布しました。受け取ってくださる感触はよく、瞬く間になくなりました。同日膳所駅でも宣伝が行われました。2日、守山では20人でパレードを行いその後駅前で宣伝がおこなわれました。この日彦根などでも行動が行われました。　山元大造　（滋賀県労連事務局長）











